


 
  

2017 

編集：政務調査会 

県進会神奈川県議会議員団 

2017/02/10 

写真：小豆島町のオリーブの木 

四国・中国視察報告書 



1 
 

はじめに 

 平成29年2月8日から10日にかけて、四国から中国地方を中心に視察を行った。 

 初日に訪れたのは、香川県庁である。全国初の高齢者ASV(先進安全自動車)の取り組みと

かがわオリーブ産業強化戦略について調査をした。高齢者の自動車運転は本県でも大きな

課題となっており、ASVの取り組みは県民の安全だけでなく、当事者の自立支援という観点

からも参考になった。また、オリーブのブランド化の戦略については、本県の産品のブラ

ンド化のあり方への参考となった。 

 続いて、小豆島町にわたりオリーブによる地域活性化の取り組みを調査した。町全体で

オリーブを用いた地域おこしを行なっており、ブランド化への並々ならぬ熱意を感じた。

細かい取り組みなども参考になると同時に、本県にも県西部においてオリーブ栽培が行わ

れていることがわかった。 

 二日目は、まず岡山県庁を訪れた。岡山県精神保健福祉センターのアウトリーチの取り

組み、ジビエ料理等普及拡大事業の取り組み及び議会改革の取り組みを調査した。精神保

健福祉センターのアウトリーチの取り組みは、待ちの姿勢では対応できない新たなニーズ

を掘り起こし、成果を上げていた。ジビエの取り組みについては、本県の鳥獣被害対策へ

の示唆を得ることができた。議会改革については、地元大学との連携に一つの可能性を感

じた。 

 続いて、播磨社会復帰促進センターを訪れ、刑務所における福祉職の役割についてなど

調査した。刑務所内だけでなく、その出所者に対していかなる福祉的支援を行えるかが重

要な視点であると感じた。 

 三日目は、岡山県総社市を調査した。障害者1000人雇用の取り組みを調査した。市長の

リーダーシップの下に行われたこの取り組みで、大いなる成果をあげていた。改めて、ト

ップが決断することの重要性を認識した。 

 ３日間で５箇所をまわる調査であったが、対応してくださった関係機関の方々、調整し

てくださった議会局の職員の方々に感謝を申し上げます。 

 

平成29年2月10日 

県進会神奈川県議会議員団 

政務調査会長 

菅原 直敏 
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日程表 
 

日 月日(曜) 調査先と交通手段 

1 2/8(水) 

羽田空港→香川空港→タクシー→香川県庁 

調査先１：香川県庁 

フェリー→レンタカー→小豆島町役場 

調査先２：小豆島町役場 

レンタカー→土庄町内泊 

2 2/9(木) 

フェリー→タクシー→岡山県庁 

調査先３：岡山県庁 

電車→播磨社会復帰促進センター 

調査先４：播磨社会復帰促進センター 

電車→倉敷市内泊 

3 2/10(金) 

タクシー→総社市役所 

調査先５：総社市役所 

電車→タクシー→岡山空港→羽田空港 
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第1章 香川県 
 
１． 日時等 
 
（１）日時 

平成 29年 2月 8日（水）午前 10時 30分～12時 
 

（２）場所 
香川県庁 

 
（３）対応者 
   香川県議会事務局職員、担当課職員 
 

 
写真：調査の風景 

 
２． 調査概要 
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（１）全国初の高齢者ASV(先進安全自動車)の取り組み 

 

●ASVの概要と事業の展開 

 

 ASVとは先進安全自動車のことで、自動車ブレーキ、車線逸脱警報、ペダル踏み間違い時

加速抑制装置の３つ全てを備えたASV(新車)の購入に対して香川県は定額3万円の助成を出

している。 

 香川県では人口割合あたりの事故件数が常にワースト３位以内に入るという不名誉な状

況が続いており、特に近年増加傾向にある高齢者の事故抑制の観点からも知事主導でこの

助成が決まった経緯がある。 

 香川県の取り組みの参考になる点は、結果的にではあるが、県内の自動車販売業者が販

促の材料として、広告宣伝を熱心に行ったために、県の広報にかける費用がほとんどかか

らずに、初年度の予算額は全て執行された点である。この手の事業を行う際、周知にコス

トをかけることができずに県民に浸透しないということは、神奈川県でもよく見られるが、

業者側のインセンティブも活かしながら周知する手法は参考になる。 

 また、補助金の対象者は65歳以上のものであるが、これらの広告周知の結果、それ以外

の層にもASVが周知されることになり、政策的広報としては興味深いと感じた。 

 

●高齢者の運転をする思いへの配慮 

 

 神奈川県の大部分とは違い、香川県では車無くして生活することは困難な地域が多い。

また、高齢者になっても運転をしたいというニーズは一定数存在する。しかし、高齢化に

伴う判断能力の低下などにより引き起こされる事故の危険性は常に社会的問題となってい

る。したがって、運転免許の自主返納に得点を与えるなどの取り組みも同時に熱心行われ

ている。 

 一方で、単に高齢者の運転を抑制する方のみに誘導するのではなく、ASVを活用すること

で、より安全に運転できる環境を作っていこうという姿勢は、自立した生活の支援という

点では注目に値する。 

 本県でも、高齢者の危険運転などの課題が議会でも取り上げられるが、香川県の取り組

みは本県においても大変参考になるのではないかと考える。 
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（２）かがわオリーブ産業強化戦略 
 
 香川県は戦前より、オリーブの産地として名を馳せてきた。これは国内で数少ないオ

リーブ栽培の適地であったためである。このような中、香川県では「かがわオリーブ産

業強化戦略」を策定し、県内のオリーブ産業の一層の成長と持続的な発展を図るととも

に、オリーブを核とした農水産業や製造業、小売業、観光業など県内産業の総合的な発

展を目指している。 
 まず、県内のオリーブの生産量や出荷量などの現状のデータを分析し、課題を抽出し、

戦略を立てている点が重要である。また、国内他地域のオリーブ産地といかに差別化を

図り優位性を保つか、ブランドイメージをいかに向上させていくかという点についても

考察をしている。 
 次に独自の認証制度を作ったり、ロゴマークを発行したりするなどして県内業者の育

成にも取り組んでいる。認証を受けた団体の中には、障害者の作業所もあったことは特

筆に値する。 
 さらに、小豆島町に県立オリーブ研究所を設置し、エビデンスに基づいた品種開発な

どにも取り組んでいる。 
 神奈川県では、みかんの「湘南ゴールド」を始め様々な県内産品のブランド化を志向

しているが、対外的に必ずしも成果が上がっているとは言い難い現状もある。香川県の

綿密な現状把握、分析、戦略構築は、本県も県内産品のブランド化に本気で取り組むの

であれば、非常に参考になる事例ではないかと考える。 
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第2章 小豆島町 
１． 日時等 

 

(１) 日時 

平成29年2月8日（水）午後3時～4時30分 

 

(２) 場所 

小豆島町役場 

 

(３) 対応者 

担当課職員 

 

２． 調査概要 

 

（１）  なぜ、小豆島と言えばオリーブなのか？ 

 

 明治 38年の日露戦争の勝利により、北方領域の漁場を獲得し、魚介類の保存のため

オリーブオイルの自給が求められた。明治 41年、農商務省が、三重県、香川県、鹿児

島県の三県で試作を行い、香川県の小豆島だけが栽培に成功した。これが小豆島のオリ

ーブの産地としてのスタートである。 

 瀬戸内式気候の小豆島はオリーブ栽培の適地であり、国内最大のオリーブの産地とし

て現在に至っている。小豆島のオリーブの栽培面積は 137ha、収穫量は 352tとなって

いる。品種は世界で1275、国内で約100ある内、60品種が栽培されている。ミッショ

ン、マンザニロ、ルッカ、ネバディロ・ブランコなどの品種が主に栽培されている。 

 このような歴史的経緯から、小豆島町ではオリーブを前面に押し出した街作りを行な

っている。 

 

（２）  何でもオリーブ 

 

 小豆島町をまわっていて感じるのは、街中オリーブだらけであるということである。

まず、オリーブ公園や農業試験場小豆オリーブ研究所といったオリーブにかかるインフ

ラがある。また、町の様々なこともオリーブに結びつけている。例えば、学校給食はオ

リーブ油を使っており、家庭でもオリーブ油の使用が推奨されている。 

 移住、出産、入学、結婚といった節目には、役場からオリーブを一対でプレゼントさ

れるそうである。 
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 平成 15年には特区第一号として企業が農地を持てるようになり、オリーブ栽培にも

企業原理も導入されるようになった。 

 

（３）  ブランド化するなら極めろ 

 

 小豆島町の取り組みを調査して印象に残ったのは、産品をブランド化するためには徹

底的に極めていくことが重要であるということである。近年はオリーブを栽培する産地

が全国に増えてきているが、小豆島町の優位性が揺らがないのは、町民あげて徹底した

オリーブのブランド化に取り組んでいるからと言える。前述した給食の油を全てオリー

ブ油にするといった事例はその好例である。 

 また、オリーブの健康性も立証するために、研究機関に依頼するなどして、オリーブ

が生活習慣病対策になるエビデンスの研究も行なっている。 

 さらに全国のオリーブ栽培に取り組む自治体などとも連携しながら、その牽引的立場

を強化している。なお、神奈川県でも小田原市、山北町、二宮町などでもオリーブ栽培

が行われ始めていることを、今回の調査で初めて知った。交流もあるそうである。 

 役場職員の皆さんのオリーブにかける情熱を感じた時、産品のブランド化とは中途半

端な形ではなく、確かな戦略と徹底的な取り組みによって成し遂げられていくものと思

われた。これらの取り組みは本県の産品ブランド化の参考になった。 

●小豆島町におけるオリーブ振興の概要(小豆島町提出資料) 
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第３章 岡山県 
 
１． 日時等 
 
（１）日時 
平成 29年 2月 9日（木）午前 10時 30分～12時 00分 

 
（２）場所 
岡山県庁 

 
（３）対応者 
 担当課職員 

 
 

 
写真：調査の風景 
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２． 調査概要 
 
（１） メンタルセンター岡山 
 
 メンタルセンター岡山(岡山県精神保健福祉センター)では、同様の施設では珍しい積
極的なアウトリーチの取り組みを行っている。同センターがアウトリーチを行うように

なった背景には、医療契約が難しい精神障害者へのニーズの高まりがある。 
 アウトリーチチームの編成は、医師 3名、精神保健福祉士 4名(内非常勤 3名)、保健
師 2名(内非常勤 1名)、看護師 1名(内非常勤 1名)である。その特徴として、複雑困難
事例を主な対象とし、安易な入院に頼らない地域生活支援、地域の既存のネットワーク

を最大限育成し活用することである。 
 岡山県のアウトリーチの取り組みが一定の成果を上げている背景に、医師も含めた専

門職がフラットな雰囲気で課題解決に取り組んでいる点があると、センター長のお話を

お伺いして感じた。また、精神保健福祉センターをメンタルセンター岡山という呼称に

する点も、同様のセンターへの敷居を下げる点でも重要であると感じた。 
 

 
（２） 捕獲鳥獣の利用推進とジビエ料理などの普及拡大 
 
 岡山県では、野生鳥獣の被害が、平成 27年、3.3億円、農業産出額の 0.3%に上った。
その野生鳥獣の内訳として、イノシシとシカが半数以上となっている。このような中、

イノシシとシカの捕獲数は増加の一途を辿り、岡山県の喫緊の課題となっている。一方

で、狩猟者は減少傾向であり、高齢化も進み、鳥獣の捕獲の状況は厳しくなっている。 
 このような中、岡山県では環境部門と農政部門の窓口を一本化したり、防護対策、捕

獲対策、捕獲獣の利活用、狩猟者等の育成、狩猟の適正化を行なっている。この中で神

奈川県との比較で、特に注目したのは捕獲獣の利活用である。 
 最初の利活用は隣県との連携である。岡山県単体で PRするのではなく、鳥取県と連
携し、東京のアンテナショップでレストランフェアを開催している。このような連携は

経費や資源の有効活用という点だけではなく、それぞれの自治体に相乗効果を生むとい

う点で参考になる。 
 次の利活用は、ジビエやジビエ加工品としての活用である。食料としてのジビエの活

用も大切であるが、皮革製品として障害者の作業所と連携しながらの取り組みは共生社

会の実現という点でも大変参考になった。 
 神奈川県においても、野生鳥獣被害の対策は喫緊の課題であるが、岡山県の事例も参

考にしながら、取り組みを促していきたい。 
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●『アンテナショップ「とっとり・おかやま新橋館」のご案内』(提供資料) 
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（３） 議会改革の取り組み 
 
 岡山県議会では種々の議会改革の取り組みを行っているが、最も参考になったのは岡

山大学と連携した研究会の設置である。地域公共政策セミナーという形で、有識者を招

いて議員の研鑽を行なっている。 
 テーマは、「日本国憲法の基本問題」といった比較的国政に関わる大きなテーマ、「マ

イナンバー制度と個人情報保護」、「地方創生と地域経済」、「これからの医療と介護を考

える」といった地方にもかかる一般的なテーマ、「地方創生を実りあるものにするため

の岡山の稼ぐ力と雇用力の発見と発掘」、「医療産業都市おかやまを目指して」といった

岡山県に直接関わるテーマなど様々である。講師も岡山大学学長や各学部の教授などが

務めている。 
 地元の大学との連携は、議会・大学双方にとって良い影響があると考えられる。神奈

川県には、横浜国立大学、県立保健福祉大学、横浜市立大学といった国公立の大学だけ

でなく、多くの私学も点在する。それらの専門とする分野も広く、様々な連携を行うこ

とで、議会の政策立案能力などの向上にも大きく資すると考えられる。 
 また、岡山県の場合は導入としてセミナー形式の講義が中心であるが、本県で導入さ

れる場合には、もう一歩踏み込んだ人材の交流や条例や具体的な政策の提案にまで範囲

を広げることも視野に入れられるのではないかと考えられる。 
 その他には、一般質問における「一問一答方式」の導入は、本県でも対面方式の演壇

を取り入れたことによって、より導入しやすい環境が整ったので、岡山県の取り組みは

参考になる。 
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●『議会改革の実施状況等について(平成 23年度〜)』(提供資料) 
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第４章 播磨社会復帰促進センター 
１． 日時等 

 

(１) 日時 

平成29年2月9日（木）午後3時～4時30分 

 

(２) 場所 

播磨社会復帰促進センター 

 

(３) 対応者 

センター長他担当職員 

 

 

写真：同センター長と 
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２．調査概要 

 

 播磨社会復帰促進センターを訪れ、同センター長他から施設の概要を伺い、施設内を

案内して頂いた。 

 

（１）刑務所の今～豊富な職業訓練プログラム 

  

 平成 18年に「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」が施行されたこと

に伴い、明治41年から100年以上続いた監獄法が廃止された。この法改正により、受

刑者の管理重視の考えから、処遇重視の考えに変わった。 

 この流れを受け、同センターでは約20に上る職業訓練を実施している。その内容は、

技能系、サービス系、医療・介護系からパソコン系まで多岐に渡る。特に興味深かった

訓練は、スマートフォンアプリの開発にかかるものである。私が見学した際にも、十数

名の受刑者がJAVA言語の入力作業を行っていた。 

 この他にも、受刑者が望む場合、プログラムにない通信講座等も受けられるとのこと

だった。私の持っていた刑務所のイメージは刑務作業にひたすらとりくむ受刑者の姿だ

ったが、現在は受刑者の円滑な社会復帰に向けた職業訓練に力をいれている。 
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●プログラムの内容(同センター提供資料より) 

 

図：社会復帰に向けた取り組み(出典：播磨社会復帰促進センターHPより) 

 

（２）PFIの是非 

  

  同センターは、建物を国が建て、施設の管理、収容監視、整備、受刑者処遇の一部

を民間企業に委託するPFI(Private Finance Initiative)の手法を導入している。こ

のようなPFIによる刑務所は全国に4か所ある。委託先は、播磨大林・ALSOKグルー

プを構成する各企業の出資による SPC(Special Purpose Company＝特別目的会社)で

ある「播磨ソーシャルサポート(株)」である。 

  PFIのメリットとして、経費の削減がまず挙げられる。15年間の委託契約で、国が

単独で運営した場合(253億円)よりも6億円の経費節減の効果があるとのことだった。

但し、この節減効果が多いか少ないかは、デメリットと比較して意見が分かれるとこ

ろかもしれない。 
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  その他のメリットとして、前述した多様な職業訓練プログラム(通常の刑務所は 4

～5程度とのこと)や後述する手厚い福祉専門職の配置がある。 

  デメリットとしては、SPCは利益をあげなければならないため、職員の人件費を下

げたり、施設の補修や備品の補充についてセンターの思い通りにならなかったりする

ことがあるとのことだった。また、委託期間が有期であるため、長期的な運営の見通

しという点で課題があるとのことだった。 

 

 

(３) 刑務所における福祉職の役割の重要性 

 

  平成 26年度より、刑務所には福祉専門官として、5年以上の相談援助業務の経験

をもった社会福祉士または精神保健福祉士を配置することになった。しかし、通常の

刑務所では多くは配置できていない現状があるとのことだった。 

  一方で、同センターではSPCにこの部分も委託しているため、社会福祉士、精神保

健福祉士及び臨床心理士などを複数名配置し、手厚い支援体制を築いていた。実際に

ソーシャルワーカーの方々とも少し意見交換をしたが、刑務所におけるソーシャルワ

ークの重要性がますます高まっているとのことであった。 

  この他、職業訓練で作った成果物(例えば農業園芸課の職業訓練で作った農作物)

は無価値物として売れないけれど、刑務作業で作った成果物は売れること、受刑者数

は平成18年12月が約81,700名でピークであったものの、現在は約57,000名で刑務

所に空きが出てきていることなど、刑務所にかかる基本的なことまでご教授頂くこと

ができた。 

 

  神奈川県では、このような刑務所の現状を踏まえて、出所者への福祉的支援も検討

するべきであると考える。 
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第５章 総社市 
 
１．日時等 

（１）日時 
   平成 29年 2月 10日（金）午前 10時〜12時 
 
（２）場所 
   総社市役所 
 
（３）対応者 

   担当職員 

 

 
写真：調査の様子 
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２．調査概要 

 
（１）何故、障がい者千人雇用を目指したか？〜強いリーダーシップと挑戦。 
  
 総社市が「障がい者 1000人雇用」を打ち出した背景には、リーマンショックを契機に障
害者の雇用機会が減少したことと、新設の県立支援学校の設立地が隣の倉敷市に決まった

ということが大きな要因として上げられる。 
 特に熱心に誘致活動を行なった県立支援学校の設置が倉敷に決まった翌年には、市長の

強いリーダーシップの下、平成 23年 4月から平成 27年度末の５カ年計画で「障がい者 1000
人雇用」が進められることとなった。 
 目指す理念は「ライフステージの一貫した支援」。つまり、生まれてから死ぬまでを総社

市で完結できる環境を整備することである。また、全国屈指の福祉先駆都市の実現を目指

し、その取り組みを発信することで、その理念を総社市だけでなく、全国にも波及させて

いこうという強い想いもある。 
 その後、矢継ぎ早に、埼玉県志木市に続いて全国２番目の就労支援ルームの設置、障が

い者千人雇用推進条例の制定、障がい者千人雇用センターの設置、就労移行支援金制度な

どの施策を打ち出していった。 
 ここで注目すべきは、市長のリーダーシップである。人口 7万人弱の総社市において 1000
人の障害者雇用を生み出すことは非常に困難な目標である。しかし、あえてその困難な目

標値を設定し、取り組んでいこうと市長が決断することで総社市は動き出した。 
 
（２）仕組みを生かす人材 
 
 「障がい者千人雇用」を支える体制として、総社市役所、ハローワーク総社そして障が

い者千人雇用センターの連携の仕組みが重要である。 
 まず、ハローワーク総社には市職員２名が常駐している。職員をハローワークに常駐さ

せる取り組みは、全国的にも珍しいと思われるが、就労支援を一体的に進めて行くために

は有効な視点である。平成 23年 7月から平成 28年 12 月までに 585人の障がい者が就労
するという成果をあげている。 
 また、障がい者千人雇用センターの活動も見逃せない。同センターは市から社協に委託

されているが、社会福祉士などの資格を持ったソーシャルワーカーが、登録された対象者

に対して就労のマッチングから生活相談までマンツーマンでサポートを行なっている。ア

ウトリーチを徹底的に行なっている点も重要である。 
 ドキュメンタリー映像を見たが、職員が生き生きと地域に出て、活動している様子が大

変印象的であった。 
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（３）課題と展望 
 
 以上のような取り組みの結果、総社市の就労者数は平成 28年 1月に 964名となり、ほぼ
目標値を達成することとなった。 
 しかし、課題も抱えている。「障がい者千人雇用」にかかる経費の増大である。市内の就

労継続支援事業所の数も増大し、平成 22 年の約８千万円から平成 27 年の 3.6 億円に支出
される公金が増えている。 
 そのため、福祉的就労から一般就労へ移行し、6ヶ月以上経過した者に就労支援金 10万
円を支給する市独自の事業を行うなどして、公費の支出を抑える取り組みをしているが、

満足な成果は上がっていない。 
 ここには国の制度との兼ね合いもあるが、非常に悩ましい課題であると感じられた。 
 ただ、私は総社市の展望は明るいと考える。この取り組みの結果、市民の障害者に対す

る意識が明らかに変わっていることがわかる事例がいくつも出てきているためである。例

えば、市の広報の表紙写真を障害者の方々が飾ったり、全国チェーンのコンビニエンスス

トアで作業所で作られた物品を売る場を提供する協力的取り組みを行ったりするなど、

様々な芽が花開き始めている。 
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●『障がい者千人雇用〜岡山県総社市の挑戦』(総社市提供資料) 
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